
1 

 

第１部 総論 
  



2 

  



3 

第１章 計画策定に当たって 

１－１ 計画策定の趣旨 

本市の 65 歳以上の人口（住民基本台帳）は、平成 29 年 10 月１日現在 20,089 人、

高齢化率は 24.8％と、市民の４人に１人が 65 歳以上となり、高齢化が進行しており、

一人暮らし高齢者世帯や高齢者のみの世帯、認知症の高齢者、要支援・要介護認定者等、

生活上の支援や介護等を必要とする人が増加しています。 

このような高齢化の進行等を背景に、「団塊の世代」のすべての方が 75 歳以上となる

2025 年度に向け、地域包括ケアシステムの実現と介護保険制度の持続可能性の確保を

基本的な考え方として、本市は平成 27 年３月に「第６期真岡市高齢者保健福祉計画・介

護保険事業計画」を策定し、総合的な高齢者福祉施策を進めてきました。 

一方、国においては、2025 年度を見据えて、介護保険法の一部改正（平成 29 年６

月公布）が行われており、地域包括ケアシステムの深化・推進として、自立支援・重度化

防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進、医療・介護の連携の推進等とともに、地

域共生社会の実現に向けた取組の推進等を図ることとしています。また、介護保険制度の

持続可能性の確保を図るため、現役世代並みの所得のある高齢者の利用者負担割合の見直

し等を行うこととしています。 

更に、国は認知症施策に関して、平成 29 年７月に「認知症施策推進総合戦略（新オレ

ンジプラン）～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」を改訂し、2017（平

成 29）年度末までの数値目標を 2020 年度末までに更新する等の見直しが実施されて

います。 

このような国の動向等を踏まえ、介護保険法の一部改正等に基づき、｢共に生きる｣とい

う考えを基本理念とし、“こころ”の豊かさや“質”の高い福祉社会の実現を目指し、誰

もが住み慣れた地域で、家族とともに尊厳をもって安心して暮らし続けることができるよ

う、「第７期真岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下、「第７期計画」）」

を策定するものです。 
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１－２ 計画の位置付け 

①法的根拠 

・本計画は、老人福祉法第 20 条の８の規定による「市町村老人福祉計画」と介護保険

法第 117 条の規定による「市町村介護保険事業計画」を一体的に策定した計画です。 

・介護保険法第 117 条第２項第３号及び第４号の規定による「市町村介護給付適正化

計画」を内包するものです。 

・「高齢者保健福祉計画」は、平成 20 年施行の老人保健法全面改正に伴い、市町村の

策定義務がなくなりましたが、「健康づくり」など、本計画には高齢者保健福祉計画

の施策の一部を含めた計画となっています。 

②関連計画 

・「真岡市第 11 次市勢発展長期計画」の施策を踏まえ、「地域福祉計画」や健康増進

法に基づく｢真岡市健康２１プラン｣等と調和のとれた計画として策定したものです。 

③その他 

・国の「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に

基づき策定するものです。 

 

■各計画との関係図■各計画との関係図■各計画との関係図■各計画との関係図    
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１－３ 計画期間 

計画の期間は、2018（平成 30）年度から 2020 年度までの３年間です。 

本計画以後の計画は、「団塊の世代」のすべての方が 75 歳以上になる 2025 年度ま

でのサービス・給付・保険料水準を考慮し、中長期的な視野に立った施策の展開を図りま

す。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

第６期計画 

2015～2017 年度 

第５期計画 

2012～2014 年度 

 

 

【本計画】【本計画】【本計画】【本計画】    

第７期計画第７期計画第７期計画第７期計画    

2018201820182018～～～～2020202020202020 年度年度年度年度    

〈2025 年度までの見通し〉 

第８期計画 

2021～2023 年度

第９期計画 

2024～2026 年度

2015 年度 2025 年度 

▲ 

団塊世代が 65 歳以上に 

▲ 

団塊世代が 75 歳以上に 
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１－４ 策定体制 

（１）計画の策定方法（庁内検討） 

本計画の策定方法は、本市の関係部課の職員で構成する「高齢者保健福祉計画及び介

護保険事業計画専門部会」において、「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の原

案を作成し、関係部課長で構成する「真岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

策定委員会」で検討を加え策定しました。 

 

（２）真岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定懇話会 

 学識経験者、保健・医療・福祉関係者、被保険者などにより構成する「真岡市高齢者

保健福祉計画及び介護保険事業計画策定懇話会」を設置し、高齢者保健福祉計画・介護

保険事業計画について意見を聴取しました。 

 

（３）市⺠の意⾒反映 

①公募委員及びパブリックコメント 

「真岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定懇話会」において、被保険者

である４人の公募委員を含む、18 人の懇話会委員から多くの意見・要望を伺うととも

に、パブリックコメントによる意見の募集を行い、市民の意見が反映されるよう配慮し、

策定しました。 

②市⺠アンケート調査 

計画策定に当たり、前年度に高齢者の日常生活及び介護ニーズ等を把握するため、

65 歳以上の市民を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護

実態調査」を実施しました。（資料編参照） 

 

（４）介護サービス事業者の意⾒反映 

  計画策定に当たり、介護サービス事業者の現状・課題・今後の取組意向等を把握する

ため、アンケート調査を実施しました。（資料編参照） 
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１－５ 介護保険制度改正のポイント 

【目的】 

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制

度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提

供されるようにします。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

①⾃⽴⽀援・重度化防⽌に向けた保険者機能の強化 

・財政的インセンティブの付与の規定を整備 

・地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等） 

・認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方を制度上明確化） 

②医療・介護の連携の推進等 

・医学管理や看取り等の機能と生活施設としての機能とを兼ね備えた新たな介護保険

施設を創設（※現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長） 

③地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 

・高齢者と障がい児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障

害福祉制度に新たな共生型サービスを位置付ける。 

 

（２）介護保険制度の持続可能性の確保 

①現役世代並みの所得のある者の利⽤者負担割合の⾒直し 

２割負担者のうち、特に所得の高い層（合計所得金額 340 万円以上、夫婦世帯の場

合 463 万円以上）の負担割合を３割とする。［平成 30 年８月～］ 

②介護納付⾦への総報酬割の導⼊ 

・各医療保険者が納付する介護納付金（40 歳～64 歳の保険料）について、被用者保

険間では「総報酬割」とする。【平成 29 年８月～】 
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第２章 高齢者を取り巻く現況と課題 

２－１ 人口・世帯の推移 

（１）人口・高齢者⽐率 

①高齢者人口の推移 

・平成 12 年以降の本市の総人口は、平成 17 年の 83,002 人をピークに減少傾向に

あります。一方、高齢者人口は平成 12 年には 13,258 人でしたが、平成 27 年に

は 18,948 人と、約 1.4 倍に増加しています。 

・高齢者年齢３区分別人口の推移をみると、65～74 歳は平成 12 年比で 1.3 倍、75

～84 歳は 1.4 倍、85 歳以上は 2.0 倍となっています。 

・高齢化率は、平成 12 年には 16.3％でしたが、平成 27 年には 23.9％となってい

ます。 

■■■■総人口の推移総人口の推移総人口の推移総人口の推移    

 

■■■■高齢者年齢区分別人口の推移高齢者年齢区分別人口の推移高齢者年齢区分別人口の推移高齢者年齢区分別人口の推移    

 

12,988 12,421 12,245 11,292 

55,077 55,624 53,841 

49,000 

13,258 13,258 13,258 13,258 14,643 14,643 14,643 14,643 16,203 16,203 16,203 16,203 

18,948 18,948 18,948 18,948 

81,530 81,530 81,530 81,530 83,002 83,002 83,002 83,002 82,289 82,289 82,289 82,289 
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65歳以上

15～64歳

15歳未満

高齢化率

資料：住民基本台帳（10月１日）

※総人口は年齢不詳を含む。旧二宮町を含む人口。
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資料：国勢調査（各年10月1日）
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②県平均・全国平均との⽐較 

・高齢化率を栃木県平均、全国平均と比較すると、２～３ポイント弱低くなっています。 

・高齢者の年齢区分別比率の推移をみると、65～74 歳の比率は減少して推移し、平

成 22 年に 48.6％となりましたが、その後、団塊の世代が 65 歳以上となり、平成

27 年には 53.7％となっています。一方、75～84 歳の比率は増加傾向でしたが、

平成 22 年以降減少に転じています。また、85 歳以上は増加傾向にあります。 

・平成 27 年 10 月現在の年齢区分別の比率を栃木県、全国と比較すると、85 歳以上

の比率がやや高くなっています。 

 

■■■■高齢化率推移と比較高齢化率推移と比較高齢化率推移と比較高齢化率推移と比較    

 

■■■■高齢者年齢区分別比率の推移と比較高齢者年齢区分別比率の推移と比較高齢者年齢区分別比率の推移と比較高齢者年齢区分別比率の推移と比較    
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資料：国勢調査（各年10月１日）

57.2 

51.1 
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31.6 

36.9 

36.6 
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33.6 

11.2 
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【平成27年】

栃木県

全 国

65～74歳 75～84歳 85歳以上

資料：国勢調査（各年10月１日）
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③近年の高齢者人口の推移（住⺠基本台帳） 

・平成 25 年以降の住民基本台帳人口の推移をみると、総人口は 81,000 人前後で推

移しています。高齢者人口は増加しており、平成 29 年 10 月現在、20,089 人、高

齢化率は 24.8％となっています。 

・高齢者の年齢３区分別人口をみると、平成 29 年 10 月現在、65～74 歳は

11,044 人、75～84 歳は 6,012 人、85 歳以上は 3,033 人で、総人口に対する

75 歳以上の割合は 11.2％となっています。 

 

■■■■住民基本台帳人口の推移住民基本台帳人口の推移住民基本台帳人口の推移住民基本台帳人口の推移    

    

 

 

■■■■高齢者年齢３区分人口の推移高齢者年齢３区分人口の推移高齢者年齢３区分人口の推移高齢者年齢３区分人口の推移    

 

11,622 11,552 11,430 11,283 11,103 

52,348 51,486 50,569 50,201 49,727 

17,536 17,536 17,536 17,536 
18,293 18,293 18,293 18,293 18,969 18,969 18,969 18,969 19,578 19,578 19,578 19,578 20,089 20,089 20,089 20,089 

81,506 81,331 80,968 81,062 80,919 
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高齢化率

資料：住民基本台帳（10月１日）

8,962 9,661 10,247 10,682 11,044 

5,895 5,845 5,838 5,919 6,012 

2,679 2,787 2,884 2,977 3,033 
17,536 
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（総人口比）

資料：住民基本台帳（10月１日）
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（２）世帯の状況 

・65 歳以上の高齢者のいる一般世帯総数は 12,274 世帯（平成 27 年 10 月現在）で、

一般世帯総数（27,915 世帯）に対する比率は 44.0％で、栃木県平均、全国平均よ

りもやや高い割合です。 

・高齢者のいる世帯の家族類型別比率をみると、栃木県、全国と比べて「単独世帯」の

比率が低く、「その他の世帯」の比率が高くなっています。 

 

 

■■■■６５６５６５６５歳以上の高齢者のいる世帯比率の比較歳以上の高齢者のいる世帯比率の比較歳以上の高齢者のいる世帯比率の比較歳以上の高齢者のいる世帯比率の比較    

  

 

■■■■６５６５６５６５歳以上の高齢者のいる一般世帯の家族類型別比率の比較歳以上の高齢者のいる一般世帯の家族類型別比率の比較歳以上の高齢者のいる一般世帯の家族類型別比率の比較歳以上の高齢者のいる一般世帯の家族類型別比率の比較    

 

    

     

44.0

42.2

40.7

56.0

57.8

59.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

真岡市

栃木県

全 国

65歳以上の高齢者がいる いない

資料：国勢調査（各年10月１日）
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39.1 

43.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

真岡市
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全 国

単独世帯 夫婦のみの世帯 その他の世帯

資料：国勢調査（各年10月１日）
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（３）就労状況 

・65 歳以上の就業率をみると、男性は 37.8％、女性は 20.3％となっています。 

・男女年齢区分別にみると、「60～64 歳」では男性の８割弱、女性の５割強、「65

～69 歳」では男性の５割強、女性の４割弱が働いています。 

・就業率を栃木県や全国平均と比較すると、男女ともに各年齢でやや高い割合となって

います。 

 

■男性・年齢階層別■男性・年齢階層別■男性・年齢階層別■男性・年齢階層別    就業率（平成就業率（平成就業率（平成就業率（平成 27272727 年）年）年）年）    

 

 

■女性・年齢階層別■女性・年齢階層別■女性・年齢階層別■女性・年齢階層別    就業率（平成就業率（平成就業率（平成就業率（平成 27272727 年）年）年）年）    

 

  

76.1 

54.5 

38.3 

30.6 

15.6 

74.9 

52.9 

33.9 

23.5 

11.5 

76.3 

53.5 

33.8 

21.6 

11.1 

37.8 

0%

20%

40%

60%

80%

60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上

真岡市 栃木県 全国 65歳以上就業率（真岡市）

資料：国勢調査（各年10月１日）

53.5 

36.4 

25.6 
17.4 
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21.0 

13.2 

4.5 

50.8 
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11.4 

4.1 

20.3 
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20%

40%

60%

80%

60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上

真岡市 栃木県 全国 65歳以上就業率（真岡市）

資料：国勢調査（各年10月１日）
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２－２ 要介護認定者・介護サービスの利⽤状況 

（１）要介護認定者数の状況 

①要介護認定者数の推移 

・要介護（支援）認定者数は、増加の一途で、平成 29 年３月末時点で 2,930 人とな

っています。 

・平成 29 年３月末現在の認定率は 14.8％で、栃木県平均、全国平均よりも低くなっ

ています。 

■要介護（支援）認定者数と認定率の推移■要介護（支援）認定者数と認定率の推移■要介護（支援）認定者数と認定率の推移■要介護（支援）認定者数と認定率の推移（第１号被保険者）（第１号被保険者）（第１号被保険者）（第１号被保険者）    
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資料：平成20年度から平成26年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、

平成27年度以降：「介護保険事業状況報告（月報）」 ※認定者数は第２号被保険者を除く
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②要介護認定率の⽐較（全国・栃⽊県） 

・前期後期別に認定率をみると、前期高齢者は 3.3％、後期高齢者は 28.7％で、全国

平均、栃木県平均と比較すると低い値です。 

 

■■■■第１号被保険者の第１号被保険者の第１号被保険者の第１号被保険者の認定率の比較認定率の比較認定率の比較認定率の比較    

 

 

■前期高齢者の認定率の比較■前期高齢者の認定率の比較■前期高齢者の認定率の比較■前期高齢者の認定率の比較    

 

■後期高齢者の認定率の比較■後期高齢者の認定率の比較■後期高齢者の認定率の比較■後期高齢者の認定率の比較    

 

※要介護度別の認定率は小数点第２以下を四捨五入しているため、合計値（平均認定率）と一致しない場合がある。 
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全 国

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

資料：介護保険事業報告月報（平成29年３月）
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資料：介護保険事業報告月報（平成29年３月）
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資料：介護保険事業報告月報（平成29年３月）
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・県内の近隣保険者と比較をすると、益子町（12.9％）、下野市（14.4％）に次いで

低い値です。 

 

■県内近隣保険者（市町）との認定率の比較（平成■県内近隣保険者（市町）との認定率の比較（平成■県内近隣保険者（市町）との認定率の比較（平成■県内近隣保険者（市町）との認定率の比較（平成 28282828 年度）年度）年度）年度）    

 

    

     

2.6

3.8

1.6

1.6

1.7

1.9

1.3

1.9

2.2

1.4

1.3

2.0

0.9

1.3

2.3

2.5

1.7

2.3

2.1

1.5

1.6

1.7

2.2

2.5

2.1

1.9

2.3

1.2

1.8

1.8

3.6

4.0

3.5

2.9

3.2

4.0

3.3

3.0

2.5

2.6

3.2

3.2

2.6

3.0

2.7

3.1

2.1

2.8

2.9

2.7

2.7

3.0

2.7

2.8

2.4

2.8

2.3

3.0

2.5

1.3

2.4

2.2

2.7

3.1

2.7

2.6

2.4

2.2

2.0

2.3

2.0

1.8

2.4

2.2

1.6

2.2

2.4

2.3

2.1

2.1

2.0

2.2

2.1

2.0

2.7

2.1

1.9

2.8

2.1

1.7

1.7

1.7

1.8

1.7

2.4

1.5

1.8

1.5

1.4

1.8

1.7

1.3

1.9

1.5

1.5

18.1

17.9

17.0

16.4

16.3

16.3

15.7

15.6

15.4

15.3

15.0

14.8

14.8

14.4

12.9

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

全国

茂木町

芳賀町

上三川町

市貝町

那須烏山市

栃木市

栃木県

宇都宮市

高根沢町

壬生町

小山市

真岡市

下野市

益子町

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」 （時点：平成29年３月）
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③要介護認定率の構造特性 

・認定率は低い割合である一方で、重度者（要介護３～５）は高い割合です。 

 

■認定率と認定者の重度者（要介護３～５）の割合（県内・全国比較）■認定率と認定者の重度者（要介護３～５）の割合（県内・全国比較）■認定率と認定者の重度者（要介護３～５）の割合（県内・全国比較）■認定率と認定者の重度者（要介護３～５）の割合（県内・全国比較）    
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要介護（要支援）認定率要介護（要支援）認定率要介護（要支援）認定率要介護（要支援）認定率

資料：介護保険事業報告月報（平成29年３月）
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④認知症高齢者の状況 

認定調査における「認知症高齢者の日常生活自立度」により、認知症高齢者（ランク

Ⅱa 以上）の推移をみると、増加傾向にあり、第１号被保険者に対する割合は 8.5％前

後で推移しています。 

また、ランク別の割合をみると、「自立」は 16.1％、「ランクⅠ（何らかの認知症

を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している）」は 25.6％で、「ラ

ンクⅡ（日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられて

も誰かが注意していれば自立できる）」以上の認知症状がみられる割合は 58.4％とな

っています。 

    

■認知症高齢者の推移■認知症高齢者の推移■認知症高齢者の推移■認知症高齢者の推移    

 

 

■ランク別の割合（平成■ランク別の割合（平成■ランク別の割合（平成■ランク別の割合（平成 28282828 年度）年度）年度）年度）    

 

資料：認定調査における「認知症高齢者の日常生活自立度」 
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（２）サービスの利⽤状況 

・サービス別利用件数をみると、居宅サービスでは、介護給付・予防給付ともに「通所

介護」「福祉用具貸与」「訪問介護」が多くなっています。また、介護給付では、

「短期入所生活介護」も利用件数が多くなっています。 

・施設サービスでは、「介護老人福祉施設」「介護老人保健施設」の件数が多くなって

います。 

 

■１月あたりのサービス別利用件数（介護給付）■１月あたりのサービス別利用件数（介護給付）■１月あたりのサービス別利用件数（介護給付）■１月あたりのサービス別利用件数（介護給付）    
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資料：介護保険事業報告月報（各年３月）
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■１月あたりのサービス別利用件数（予防給付）■１月あたりのサービス別利用件数（予防給付）■１月あたりのサービス別利用件数（予防給付）■１月あたりのサービス別利用件数（予防給付）    

 

  

 ※予防給付のサービス名の「介護予防」は省略して表示しています。 

資料：介護保険事業月報（各年３月） 
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地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

複合型サービス

（件）

平成28年3月

平成29年3月
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（３）給付費の状況 

①給付費の推移 

・給付費の推移をみると、増加の一途で、平成 28 年度は、51 億 8,200 万円となっ

ています。 

・第１号被保険者１人１か月当たりの費用額は、平成 25 年度以降、増加傾向にありま

すが、全国平均よりも低くなっています。 

■給付費の推移■給付費の推移■給付費の推移■給付費の推移    

 

1,946 2,076 2,162 2,319 2,407 2,564 2,702 2,826 

140 
140 

188 
206 

213 
271 

301 
314 1,675 

1,749 
1,769 

1,757 
1,804 

1,899 
1,971 

2,042 

3,761 
3,965 

4,119 
4,282 

4,424 

4,733 

4,974 
5,182 19.0

20.0
20.2 20.2

20.0

20.5
21.0

21.3

18.0

18.8
19.4

19.9

20.2

20.5 20.4 20.6

20.1

21.1
21.7

22.2 22.5
22.9 22.9 23.0

0

5

10

15

20

25

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

第第第第

１１１１

号号号号

被被被被

保保保保

険険険険

者者者者

１１１１

人人人人

１１１１

かかかか

月月月月

当当当当

たたたた

りりりり

費費費費

用用用用

額額額額

（（（（

千千千千

円円円円

））））

年

間

介

護

費

用

額

年

間

介

護

費

用

額

年

間

介

護

費

用

額

年

間

介

護

費

用

額(

百

万

円

百

万

円

百

万

円

百

万

円)

施設サービス

（介護老人福祉施設・

介護老人保健施設・

介護療養型医療施設）

居住系サービス

（特定施設入居者生活介護・

認知症対応型共同生活介護）

在宅サービス

１人当たりの費用額：

真岡市

１人当たりの費用額：

栃木県

１人当たりの費用額：

全国

資料：【費用額】平成20年度から平成26年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」

平成27年度以降：「介護保険事業状況報告（月報）」の12か月累計（※補足給付は費用額に含まれていない）

※【第1号被保険者1人あたり費用額】「介護保険事業状況報告（年報）」（または直近月までの月報累計）における

費用額を「介護保険事業状況報告月報）」における第1号被保険者数の各月累計で除して算出。

※費用額の合計値は百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計値が一致しない場合がある。
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②給付費の構造 

・給付費の構造を全国と比較すると、通所サービス、短期入所サービス、介護老人保健

施設の給付が高く、一方、訪問サービス、介護療養型医療施設の給付が低くなってい

ます。 

 

■給付構造分析（全国水準構成比＝■給付構造分析（全国水準構成比＝■給付構造分析（全国水準構成比＝■給付構造分析（全国水準構成比＝100100100100））））    

 

  

0

50

100

150

200

訪問サービス

通所サービス

短期入所サービス

居宅その他

地域密着型（介護予防）

サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

全 国

栃木県

真岡市

資料：介護保険事業報告月報（平成29年３月）
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２－３ 第７期計画策定に向けた課題 

ここでは、第６期介護保険事業計画の施策の取組状況、人口・世帯や社会の動向、サ

ービスの利用状況、アンケート調査結果をもとにし、総括的に今後３年間（2018（平

成 30）年度～2020 年度）に取り組むべき課題を整理します。 

 

①元気な高齢者が、地域でいきいきと活躍できるまちづくり 

いわゆる団塊の世代が高齢期を迎え、高齢化は加速しましたが、一方、元気な高齢者

は、地域社会の担い手としても期待できます。介護保険制度では、従来の専門家による

予防や介護に加え、地域における見守りや支え合いなど、地域の状況に合わせて高齢者

の生活全体を包括的に支える仕組みを築き上げていくことが求められています。その担

い手として期待されるのが、元気な高齢者です。 

 

②介護予防の推進 

本市の要介護認定率は、栃木県平均、全国平均と比べてやや低い位置にありますが、

要介護（要支援）認定者数、認定率は右肩上がりで増加しています。 

一方で、介護予防に取り組んでいる一人一人の状況は、個人差はありますが、確実に

効果がみられることからも、更なる介護予防の推進が必要です。 

 

③地域包括ケアの推進 

国においては、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、①医療、②介護、③介護予防、④住まい、⑤生活

支援の５つのサービスを一体化して提供していくという「地域包括ケアシステム｣の実

現に向けた取組を目指すこととしています。 

また、アンケート調査結果によると、近所づきあいや日常生活の状況など、地域によ

る特性の違いもみられることから、地域の特性に合わせた地域包括ケア体制を充実して

いく必要があります。 
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④認知症高齢者が安心して暮らせる地域づくり 

認知症になっても、住み慣れた地域で安心して生活を続けていくには、地域全体で認

知症高齢者とその家族を見守り、支えていくための体制が必要です。 

今後、高齢者の増加とともに認知症高齢者も増えることが予測されるため、認知症高

齢者やその家族等に対する支援の充実が必要です。 

また、認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守り支援する人を一

人でも増やし、認知症になっても安心して暮らせるまちづくりのために「認知症サポー

ター養成講座」など、支援の担い手の育成を行うことも重要となっています。 

 

⑤保険者機能の強化とサービスの質の向上 

第６期介護保険事業計画の期間（平成 27～29 年度）においては、旧来の小規模デ

イサービス（定員が 18 名以下）の事業所が、地域密着型通所介護に移行しました。ま

た、平成 30 年度から、居宅介護支援事業所の指定権限が市町村へ移譲されます。 

このようなことからも、居宅介護支援事業所やサービス事業者、介護保険施設等との

一層の連携強化を図りながら、サービスの質の向上を図ることが重要です。 
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第３章 計画の基本方針 

３－１ 基本理念 

 

本計画は、真岡市第 11 次市勢発展長期計画の基本方針の一つである「健康と福祉のま

ちづくり」を踏まえつつ、現行計画を継承し、「高齢者がすこやかにいきいきと安心して

幸せに暮らせる社会」を基本理念として、高齢者の社会参加や生きがいづくり活動を支援

するとともに、介護予防を推進し、高齢者の健康的な生活の支援を図ります。 

また、認知症、一人暮らしの高齢者等の増加に対応し、重度な要介護状態となっても、

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介

護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供される、本市の実情に合った『地域包括

ケアシステム』の構築を進めます。 

 

  

基本理念（本市が目指す高齢者社会の姿）基本理念（本市が目指す高齢者社会の姿）基本理念（本市が目指す高齢者社会の姿）基本理念（本市が目指す高齢者社会の姿）    

高齢者がすこやかにいきいきと高齢者がすこやかにいきいきと高齢者がすこやかにいきいきと高齢者がすこやかにいきいきと    

安心して幸せに暮らせる社会安心して幸せに暮らせる社会安心して幸せに暮らせる社会安心して幸せに暮らせる社会    
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３－２ 基本目標 

基本目標１：健康でいきいきと暮らすことができる 

高齢者をはじめ、すべての市民がいつまでも要介護状態にならず健康で生きがいに満

ちた生活を送るために、介護予防の意識を高め、高齢者自らが身近な地域で主体的に、

また、地域と連携した健康づくりや介護予防に取り組める環境づくりを推進します。 

 

基本目標２：共に暮らせる安心・安全な地域づくり 

一人暮らしや夫婦のみで生活する高齢者世帯が増加しています。こうした家族構造の

変化に対応するため、福祉、保健、医療の各サービス機関の連携による包括的な支援

（地域包括ケア）体制の充実を図るとともに、地域住民による声かけや見守り活動等、

支え合いによる地域づくりを推進します。 

 

基本目標３：⾃分らしく暮らすことができる 

福祉、保健、医療の各サービス機関の連携による包括的な支援（地域包括ケア）体制

の充実を図るとともに、要介護状態や認知症の有無に関わらず、その人の意思を尊重し、

自分らしくいきいきとした生活が送れるよう支援します。 

 

基本目標４：介護が必要となっても安心して暮らすことができる 

介護保険制度の大きな理念は“自立支援”です。自立支援とは「介護を必要としない」

ことではなく、その人の意志を尊重して、その人がもつ能力を最大限に活かした介護を

行うということです。そのため、高齢者や家族の生活環境等に応じた介護サービスが確

保されるよう在宅や施設サービスの基盤整備を図るとともに、サービスの質の向上に取

り組みます。 
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３－３ 施策体系  

 

＜＜＜＜基本理念基本理念基本理念基本理念＞＞＞＞

＜＜＜＜基本方針基本方針基本方針基本方針＞＞＞＞

施策施策施策施策１１１１　　　　健康健康健康健康づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進

（１）高齢期の健康づくりの推進

（２）生活習慣病の発症予防・重症化予防の推進

（３）健康づくりを支えるための社会環境整備の推進

施策施策施策施策２２２２　　　　介護予防介護予防介護予防介護予防のののの推進推進推進推進

（１）介護予防の普及と啓発

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進

施策施策施策施策３３３３　　　　生生生生きがいづくりへのきがいづくりへのきがいづくりへのきがいづくりへの支援支援支援支援

（１）生きがいづくり・社会活動への参画支援

施策施策施策施策４４４４　　　　支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり

（１）地域支え合い体制の推進

施策施策施策施策５５５５　　　　高齢者高齢者高齢者高齢者がががが安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくり

（１）高齢者の安全・安心対策

施策施策施策施策６６６６　　　　認知症認知症認知症認知症ケアケアケアケア体制体制体制体制のののの充実充実充実充実

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発

（２）認知症支援体制の整備

施策施策施策施策７７７７　　　　地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援センターをセンターをセンターをセンターを中心中心中心中心としたとしたとしたとした

        支援体制        支援体制        支援体制        支援体制のののの強化強化強化強化

（１）地域包括支援センターの機能強化

施策施策施策施策８８８８　　　　在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活とととと家族家族家族家族へのへのへのへの支援支援支援支援のののの推進推進推進推進

（１）在宅生活と家族介護者への支援

施策施策施策施策９９９９　　　　介護介護介護介護サービスのサービスのサービスのサービスの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備

（１）施設サービス等の充実

（２）居宅サービスの推進

（３）地域密着型サービスの充実

（４）介護給付等の適正化（市町村介護給付適正化計画）

（５）介護人材の確保に向けた取組の推進

（６）共生型サービスの検討

施策施策施策施策10101010　　　　在宅医療在宅医療在宅医療在宅医療とととと介護介護介護介護のののの連携連携連携連携のののの推進推進推進推進

（１）医療と介護の連携

高齢者高齢者高齢者高齢者がすこやかにいきいきとがすこやかにいきいきとがすこやかにいきいきとがすこやかにいきいきと安心安心安心安心してしてしてして幸幸幸幸せにせにせにせに暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる社会社会社会社会

施策施策施策施策

基本目標基本目標基本目標基本目標１１１１

健康健康健康健康でででで

いきいきといきいきといきいきといきいきと

暮暮暮暮らすらすらすらす

ことができることができることができることができる

第第第第

３３３３

部部部部

　　　　

介介介介

護護護護

保保保保

険険険険

事事事事

業業業業

費費費費

のののの

見見見見

込込込込

みみみみ

基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２

共共共共にににに暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる

安心安心安心安心・・・・安全安全安全安全なななな

地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり

基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３

自分自分自分自分らしくらしくらしくらしく

暮暮暮暮らすらすらすらす

ことができることができることができることができる

基本目標基本目標基本目標基本目標４４４４

介護介護介護介護がががが必要必要必要必要とととと

なってもなってもなってもなっても

安心安心安心安心してしてしてして

暮暮暮暮らすらすらすらす

ことができることができることができることができる
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３－４ 日常生活圏域の設定 

（１）「日常生活圏域」とは 

「日常生活圏域」とは、介護保険事業計画において、市町村が「その住民が日常生活を

営んでいる地域」として、地理的条件、人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付等

対象サービスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して定め

るものです。 

「日常生活圏域」はそれぞれの市町村において、小学校区、中学校区、旧行政区、住民

の生活形態、地域づくりの単位等、面積や人口だけでなく、地域の特性等を踏まえて設定

することとされています。 

 

（２）本市の日常生活圏域の設定について 

本市の「日常生活圏域」については、第６期計画で

設定した７圏域の設定を見直し、真岡圏域、山前圏域、

大内圏域、中村圏域、二宮圏域（久下田地区、長沼地

区、物部地区）の５つの圏域とし、各圏域における地

域特性と課題の把握に努め、地域密着型サービスの計

画的な整備等に努めます。 

 

 

 

圏域圏域圏域圏域    真岡圏域真岡圏域真岡圏域真岡圏域    山前山前山前山前圏域圏域圏域圏域    大内圏域大内圏域大内圏域大内圏域    中村圏域中村圏域中村圏域中村圏域    二宮二宮二宮二宮圏域圏域圏域圏域    市全体市全体市全体市全体    

人口 37,767 8,224 6,640 12,843 15,445 80,919 

世帯数 15,361 2,780 2,212 4,804 5,433 30,590 

 高齢者のみ世帯 1,241 228 190 391 477 2,527 

 

高齢者一人暮らし

世帯 

1,214 212 153 284 450 2,313 

高齢者人口 

（高齢化率） 

7,924 

(21.0％) 

2,551 

(31.0％) 

2,071 

(31.2％) 

3,116 

(24.3％) 

4,427 

(28.7％) 

20,089 

（24.8％） 

 

前期高齢者人口 

（人／％） 

4,625 

(12.2％) 

1,369 

(16.6％) 

1,075 

(16.2％) 

1,773 

(13.8％) 

2,202 

(14.3％) 

11,044 

（13.6％） 

後期高齢者人口 

（人／％） 

3,299 

(8.7％) 

1,182 

(14.4％) 

996 

(15.0％) 

1,343 

(10.5％) 

2,225 

(14.4％) 

9,045 

（11.2％） 

要介護認定者数 

（認定率） 

1,061 

(13.4％) 

410 

(16.1％) 

319 

(15.4％) 

487 

(15.6％) 

756 

(17.1％) 

3,033 

(15.1％) 

資料：人口、世帯数、高齢者人口は、住民基本台帳（平成 29 年 10 月１日現在） 

要介護認定者数は、厚生労働省「介護保険事業状況報告」（平成 29 年９月末日現在） 

高齢者のみ世帯数、高齢者一人暮らし世帯数は、民生委員による実態調査（平成 30 年４月１日見込数） 

大内圏域大内圏域大内圏域大内圏域    

山前圏域山前圏域山前圏域山前圏域    

真岡圏域真岡圏域真岡圏域真岡圏域    

中村圏域中村圏域中村圏域中村圏域    

二宮圏域二宮圏域二宮圏域二宮圏域    
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３－５ 第７期計画期間及び 2025 年度の高齢者人口等の推計 

○2025 年度には後期高齢者が前期高齢者を上回る 

高齢者人口は、団塊の世代が 65 歳以上となり、2010 年度から 2015 年度にかけ

て大きく増加しましたが、第７期計画期間（2018～2020 年度）は 2.1 万人前後で

推移し、「団塊の世代」のすべての方が 75 歳以上となる 2025 年度には 2.2 万人強

になると予想されます。 

年齢区分別にみると、第７期計画期間における前期高齢者（65～74 歳）は 1.1 万

人台で推移し、後期高齢者（75 歳以上）は 9 千人台で推移すると予想されていますが、

2025 年度には、後期高齢者が前期高齢者を上回ると推計されます。 

■■■■高齢者人口（高齢者人口（高齢者人口（高齢者人口（第１号保険者数第１号保険者数第１号保険者数第１号保険者数））））の推計の推計の推計の推計    

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日） 

○後期高齢者の増加により、介護が必要な高齢者の増加が予想される 

右のグラフは、本市の 65 歳以上の市

民が要介護認定を受けている割合を年齢

別に示しています。年齢が高くなるほど

認定率が高くなり、80 歳以上では急激に

高くなっています。 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム （介護保険給付実績）、 

住民基本台帳（平成 29 年 10 月１日）   
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○○○○要介護認定は 2017 年度から 2025 年度の間に 800 人程度増加 

高齢者人口（第１号被保険者数）の推計と、年齢別要介護度別の認定率の実績をもと

に要介護（要支援）認定者数を推計すると、増加の一途です。第７期計画の最終年度で

ある 2020 年度には約 3,300 人となり、2025 年度には、2017（平成 29）年度よ

りも 800 人程度増加し、約 3,800 人になると推計されます。 

 

■■■■要介護要介護要介護要介護（要支援）（要支援）（要支援）（要支援）認定者認定者認定者認定者数の将来推計数の将来推計数の将来推計数の将来推計    

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム （介護保険給付実績）、住民基本台帳（平成 29 年 10 月１日）   
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３－６ 計画の推進と進⾏管理 

（１）計画推進の基本方針 

本計画の「基本理念」を実現するため、次のような視点に留意しつつ計画を推進します。 

①「2025 年」を⾒据えた施策展開  

「団塊の世代」のすべての方が後期高齢者の年代に至る 2025 年を見据え、市が目

指すべき今後の高齢者支援施策の方向性を示すため、本計画を策定し、各施策を展開し

ます。 

②介護保険制度の一部改正への対応 

『地域包括ケアシステム』の深化・推進及び、介護保険制度の持続可能性の確保に向

けて、介護保険制度の改正に対応します。 

③『地域包括ケアシステム』の構築に向けた施策の推進と評価 

『地域包括ケアシステム』に不可欠な構成要素である「医療・介護の連携強化」、

「介護サービスの充実強化」、「介護予防の推進」、「多様な担い手による生活支援サ

ービスの提供」、高齢期になっても住み続けることのできるバリアフリーの高齢者の住

まいの整備」、「認知症総合支援」等について、各要素の施策の進捗を定期的に評価し、

必要な見直しを行い、更に施策を推進します。 
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（２）計画の重点施策 

高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性

を維持するためには、保険者が地域の課題を分析し、高齢者がその有する能力に応じた自

立した生活を送ることができるようにするための取組を進めることが必要であるとして、

国からの財政的支援を含めて保険者機能が更に強化されます。 

第７期計画では、自立支援・介護予防に資する施策として、下記を重点施策とし推進し

ます。 

○介護予防の普及と啓発の推進○介護予防の普及と啓発の推進○介護予防の普及と啓発の推進○介護予防の普及と啓発の推進    

○地域支え合い体制の推進○地域支え合い体制の推進○地域支え合い体制の推進○地域支え合い体制の推進    

○地域包括支援センターの機能強化の推進○地域包括支援センターの機能強化の推進○地域包括支援センターの機能強化の推進○地域包括支援センターの機能強化の推進    

○介護給付等の適正化の推進○介護給付等の適正化の推進○介護給付等の適正化の推進○介護給付等の適正化の推進    

 

 

（３）目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表 

本計画で掲げた目標については、その進捗状況を点検、調査及び評価等を行います。 

計画の最終年度の 2020 年度には、目標の達成状況について市の広報やホームページ

等において公表します。 
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